
令和4年度（2022年度）

1

2

1

事業の目的と概要

Ⅰ　成果指標（活動指標）

Ⅱ　活動実績・成果

Ⅲ　課題と今後の取組

大綱 人権・市民自治

政策 市民自治によるまちづくり

施策 情報共有の推進

（款） 2 総務費 （項）

管理事業名 情報公開事業
総合計画
の体系

1 総務管理費 （目） 1 一般管理費

部局名 市民部
予算執行
所属

市民総務室

主な歳出
予算科目

一般会計

情報公開・個人情報保護事業
情報公開条例に基づいて、公文書の公開を始めとする総合的な情報の公開を推進することにより、市政に関して市民の知る権利を
保障するとともに、一層公正で民主的な市政の執行を図り、もって地方自治の本旨に則した市政の発展に寄与することを目的と
し、情報公開に努める。
また、実施機関が保有する個人情報の開示、訂正等を求める市民の権利を保障するとともに、個人情報の適正な取扱いの確保に関
し、個人情報保護条例に則り、個人の権利利益の侵害の防止を図り、もって基本的人権の擁護と信頼される市政の推進に寄与する
ことを目的とし、個人情報の保護に努める。

指  標  名 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 指　標　の　定　義

公文書公開決定等件数 件 270 314 338 公文書公開請求に対して実施機関が行った決定等の件数

自己情報開示等決定等件
数

件 123 92 132 自己情報開示等請求に対して実施機関が行った決定等の件数

審査請求受付件数 件 6 1 2
実施機関による公文書公開決定等又は自己情報開示等決定等
に対して不服があるとして受け付けた審査請求の件数

【成果指標1】公文書公開決定等件数の主たる内訳
・都市計画部　89件
・環境部　　　29件
・会計室　　　27件
・健康医療部　22件
・総務部
　税務部
　下水道部　各21件
・その他　　 108件

【成果指標2】自己情報開示等決定等件数の主たる内訳
・市民部　　　56件
・福祉部　　　45件
・税務部　　　10件
・その他　　　21件

【成果指標3】審査請求受付件数の内訳
・公文書公開決定等に係る審査請求　　　1件
・自己情報開示等決定等に係る審査請求　1件

　なお、審査請求に係る情報公開・個人情報保護審査会の答申
件数は8件となっている。

【財務情報に基づいた評価】
・経常費用のうち、人に係るコスト（給与関係費、賞与引当金繰
入額及び退職手当引当金繰入額）が占める割合　98.2％

・人に係るコストの内訳
　・常勤・再任用職員の人件費　90.0％
　・会計年度任用職員の人件費　 6.2％
　・委員報酬　　　　　　　　   3.8％

・近年、審査請求受付件数は1桁台で推移しているが、情報公
開・個人情報保護審査会が処理すべき案件には、過年度分の案
件が含まれており、引き続き業務全体に占める審査会事務の比
重は大きいものがある。
・公文書公開請求又は保有個人情報開示等請求に当たっては、
請求者に対して丁寧かつ十分な説明を行う対応に努め、審査請
求に至る前段階で請求者の理解を得られるよう引き続き実施機
関に対して支援していく必要がある。

・改正個人情報保護法の適用に伴い、引き続き個人情報の適切な
取扱いを図るために、実施機関に対して必要な支援を行ってい
く。
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Ⅳ　財務情報
◆貸借対照表【ＢＳ】 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計

◆行政コスト計算書【ＰＬ】 （単位：千円） 財務諸表の特徴的な事項

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 (a)
給与関係費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額
賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
支払利息
その他
経常費用　小計 (b)

経常収支差額 (a)-(b)=(c)
固定資産売却益 単位当たりのコスト分析(「経常費用 小計(b)」÷「実績」）
その他
特別収入　小計 (d) 円 円 円
固定資産除売却損 人 人 人
その他 円 円 円
特別費用　小計 (e)

特別収支差額 (d)-(e)=(f)
一般財源調整額 (g)
当期収支差額 (c)+(f)+(g)
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

人にかかるコストの内訳
◆キャッシュ・フロー収支差額集計表【ＣＦ】 （単位：千円）

行政サービス活動収入
行政サービス活動支出

投資活動収入
投資活動支出
投資活動収支差額 分析指標 (単位:％)

財務活動収入
財務活動支出
財務活動収支差額
収支差額　合計
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
前年度からの繰越金

勘定科目
令和3年度末 令和4年度末 差額

勘定科目
令和3年度末 令和4年度末 差額

A B B-A A B B-A

流
動
資
産

- - - 1,739 2,583

- - - -

844
- - - - - -

- -
- - - 1,739 2,583 844
- - - - - -
- - - - - -

固
定
資
産

事
業
用
資
産

- - - -

- - - -

- -
- - - 18,848 23,295 4,447

- -
- - - - - -
- - - 18,848 23,295 4,447
- - - - - -

イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - -

- - -

-
- - - 20,587 25,878 5,291

- - - △20,587 △25,878 △5,291
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - - △20,587 △25,878 △5,291

負債及び純資産の部
合計

- -
- - -

-- - -

勘定科目 令和2年度
令和3年度 令和4年度 差額 勘定科目等 特徴的な事項

A B B-A

【PL】
給与関係費

常勤・再任用　 28,891千円（5,646千円の増）
⇒月平均従事人数の増（3.25人→4人）による
会計年度任用等　2,615千円（178千円の増）
審議会委員等　　1,597千円（54千円の増）

46 61 15

経
常
収
入

- - - -
- - - -

46
国庫支出金（経常費用充当） - - - -

- - - -
- - - -
- - - -
- - - -
- - - -

241 187 170 △17
287 233 231 △2

経
常
費
用

37,274 27,226 33,103 5,878
547 498 759 261

- - - -
- - - -

負担金・補助金・交付金等 - 24 28 4
- - - -
- - - -
- - - -

3,287 1,739 2,583 844
3,004 △9,225 6,510 15,734

- - - -
- - - -

44,111 20,262 42,983 22,721
△43,824 △20,028 △42,751 △22,723

特
別
収
入

- - - -
- - - - 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
- - - - 市民1人当たり

のコスト
コスト 117 53 113

特
別
費
用

- - - - 実績 376,944 378,781 381,238
- - - - コスト

- - - - 実績
- - - -

分
析
内
容

市民1人当たりのコストは約113円。
令和5年3月31日時点の吹田市の人口に基づいて計算。
人に係るコスト（給与関係費、賞与引当金繰入額及び退
職手当引当金繰入額）の増加に伴い、市民１人あたりの
コストも増加。

- - - -
△43,824 △20,028 △42,751 △22,723
43,748 32,390 37,460 5,070

- - - -
- - - -

△76 12,362 △5,291 △17,653

給与関係費
等(千円)

月平均従事
人数(人)区分 令和2年度

令和3年度 令和4年度 差額 うち時間外手
当等(千円)A B B-A

287 233 231 △2 常勤・再任用 37,983 321 4.00
44,035 32,624 37,692 5,068 会計年度任用等 2,615

1,597行政サービス活動収支差額 △43,748 △32,390 △37,460 △5,070 特別職非常勤
- - - - 合計 42,196
- - - -
- - - -
- - - - 　　　　　　　年度

分析指標
令和2年度 令和3年度 令和4年度 差

- - - - A B B-A
- - - - 施設老朽化比率 - - - -

△43,748 △32,390 △37,460 △5,070 施設維持補修費比率 - - - -
43,748 32,390 37,460 5,070 経常費用対公共資産比率 - - - -

- - - - 徴収不能引当率 - - - -
- - - - 受益者負担比率 0.1 0.2 0.1 △ 0.1

99.3 99.4 0.1- - - - 一般財源充当比率 99.3

11(一般会計・情報公開事業)
－ 183 －


